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倒産と企業分析（1）
1．　「危機」と資本格差の拡大
1．　「危機」の時代
山　口 孝
　いつ，日本経済の「高度成長」が終りをつげ，今日にまで続く経済危機がは
じまったかについては議論の多いところである。
　いまこれを法人企業の収益の面からみてみると，次の点が明らかとなる。（第
1表を参照。）
　日本の企業は1970年下期（昭和45年下期），前期比4．7％という低い増収率（売
上高の伸び率）に落ち入っている。その後71年上期に，この比率は3．7％，同下
期には2．0％といっそう低下している。69年下期の12．O％の増収率から連続2
年，4期（半年決算）にわたるこの比率の低下により，2．O％というきわめて低
い率まで低下しているのである。
　比較的企業業績を正直に反映するといわれる経常利益の増益率の低下もすぐ
その直後からやってきている。すなわちそれは，71年上期の12％というかなり
高い比率から下期には3．4％とドラスティックに低下している。そして72年上
期も6．1％と余りはかぽかしい回復をみてはいない。いわゆる「いざなぎ景
気」の終焉であり，これに追打ちをかけるようになされた71年8月におけるニ
クソンのドル防衛策などが，するどく産業活動に反映したのである。高炉鉄鋼
業など18業種が減収になるという事態にも示されているように「高度成長」は
この時期に終りを告げたとみてよく，また日本経済の構造的危機はこの時期に
はじまったとみることができる。
　しかし，72年下期には，同年7月発足の田中角栄内閣の「列島改造」計画の
もとで，政・財界一体として行なった景気回復策により，同期は14％の増収，
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42。7％の経常増益というきわめて高い増収・増益率をものにしている。
　しかも，このような景気上昇は，そのまま73年における原油価格の4倍増を
起爆剤として生じたいわゆる「狂乱物価期」にひきつがれ，73年上期14。9％，
同下期18．9％，74年上期12．6％という連続して生じた，高い増収率が続くので
ある。
　その後は，明らかな低成長，長期停滞に陥っている。79年上期一それは第
2次石油ショックの時期である一までの増収率は，その間の3回の減収期を
除いて，単純平均で3．8％であり，70年までの10期の単純平均8．6％の半分以下
となっているのである。しかも，この間において，75年上期には，L　990，77年
上期には2．1％，さらに78年上期においても1．7％の前期比減収を経験している
のである。このように短期に頻発する減収は，かつてない事件である。
　この結果，企業業績はどうであろうか。それはきわめて変動的であり，しか
も全体的に低利潤率となっている。
　まず経常増益率をみると，73年下期より75年上期まで2年・4期にわたる鋭
い減益の後，75年下期から76年上期まで3期，1年半にわたる急激な増益期を
迎えている。そののち，再び77年度（上・下期）は前期比減益に見舞われ，その
後78年上・下期と79年上期の増益後3度目の減益に陥っている。この間にいわ
ゆるきびしい「ひと」，「もの」，「かね」の3方面からの「減量」経営がなされ，
これが結果として，多くの企業倒産と労働者の整理解雇をまねいたことは周知
のところである。
　以上の中で，経常利益を売上高で除算して算出される売上高経常利益率一
それは収益力の高・低を示す重要な指標である一一一一VUt，高度成長期にくらべ明
らかに低下しており，限られた巨大企業以外における低利潤構造の定着を物語
っている。
　すなわち，売上高経常利益率は，第1表で明らかなように70年下期までは68
年下期から69年上・下期の3．7％台をピークとして，一貫して3％台を維持して
いるが，71年上顛こ2．66％に低下し，その後72年上期と73年上期に再び3％台
に乗せて以後は3％台をいちじるしく下回って回復することがない。75年上期
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には0．84％まで落ち込み，もっともこの比率が上昇した79年上期でも2．68％に
まで達したにすぎないのである。
第1表収益の推移 （％）
66　　　　　　　　　　67　　　　　　　　　　　68　　　　　　　　　　69　　　　　　　　　　　70　年　　度
?@　目 上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下
増　　収　　率
o常増益率
э纃lo常利益率
8．3　　　9。4　　　8．6　　　7．9　　　6。7　　　7．8　　11．4　　12．0　　　8．9　　　4．7
|　　22．9　　　8．0　　　9．3　　　2．3　　11．3　　11．1　　13．4　　　4．4　　　8．7
R，18　　3．56　　3．56　　3．60　　3．48　　3．71　　3．70　　3．74　　3．54　　3．13
71　　　　　　　　　72　　　　　　　　　73　　　　　　　　　74　　　　　　　　　75　年　　度
?@　目 上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下
増　　収　　率
o常増益率
э纃lo常利益率
3．7　　　2．0　　　6．0　　14．0　　14．9　　18．9　　12．6　　　1．1　△1．9　　　4．5
P2．0　　　3．4　　　6．1　　42．7　　21．3△11．7△18．3△29．1△40．4　　74．3
Q．66　　2．77　　2．77　　3．47　　3．65　　2．72　　1．98　　1，39　　0．84　　1．39
一　年　　度
?@　目
76　　　　　　　　　　77　　　　　　　　　　　78　　　　　　　　　　79　　　　　　　　　　　80
上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下　　上　　下
増　　収　　率
o常増益率
э纃lo常利益率
5．2　　　5．7　△2。1　　　1．1　△1．7　　　5．2　　11．1　　17．7　　　5．8　　　4．0
S7．1　　18．4　△4．7　△0．9　　13．5　　　9．3　　17．6　△1．8　　19．9△11．4
P．91　　2．15　　2，12　　2．09　　2．41　　2．52　　2．68　　2．23　　2．55　　2．18
＊「日銀短観」大蔵省財政金融統計月報，1980年11月号所収，80下は予測計数，△は減収又は減
益率
　2．　資本規模格差の拡大
　右は金融保険業を除く全営利法人を調査範囲（母集団）としたものであり，資
本格差は示されていない。
　そこで資本規模別に，収益力についてみてみよう。
　まず，収益力の総合指標といわれる総資本経常利益率をとりあげよう。
　第2表からは次の諸点が明らかとなる。
　（1）74・75年度においては，資本金5千万円以下の比較的小資本が，高い利
　　益をあげえており，逆に大資本のこの利益率は平均以下となっている。例
　　えば74年度において全産業平均は4．0％である。これに対し，資本金5千
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　万円未満の4階層は，6．O％から5．5％の利益率となっている。しかし，5
　千万円以上の3階層は3％から3．5％の利益率をあげるにすぎない。
（2）ところが76年以後は，次第に大企業の利益率は上昇するが，小企業の利
　益率は低下していく。とくに資本金5千万円未満の階層にそのことは著し
　い。例えぽ76年度において，全産業平均総資本経常利益率は2．8％であり，
　資本金10億円以上の大企業も同じく2．8％であるのに対し，資本金2百万
　円以上～5百万円未満は2．7％と平均以下となり2百万未満は2．5％となっ
　ている。さらに79年度においても，全産業平均4．1％に対し，5百万円未
　満の2階層のみが3．　5％と平均よりはるかに劣る率となっている。
　　　　　　　　　　第2表　総資本経常利益率の推移　　　　　　（％）
区分　年度1 74 75 76 77 78 79
2　未　　満 5．5 2．3 2．5 2．6 2．2 3．5
2　～　5 5．5 3．2 2．7 3．3 4．0 3．5
5　～10 6．0 3．0 3．7 2．6 3．4 4．3
10～50 5．8 2．8 3．5 2．2 3．3 4．3
50～100 3．5 1．2 1．8 2．7 3．6 4．1
100～1，000 3．0 1．4 2．3 2．4 3．3 4．3
1，000以上 3．0 1．5 2．8 2．9 3．3 4．0
平　　　　均 4．0 1．9 2．8 2．8 3．3 4．1
＊大蔵省「財政金融統計月報」1977年11月号，1980年11月号より，区分は単位百万円
　周知のように総資本経常利益率は，売上高経常利益率と総資本回転率に分解
されるω。
そこで次に売上高経常利益率に示された資本格差をみてみよう。
（1）まず驚かされるのは小資本階層のこの利益率の低さである。75年以後資
　　本金2百万未満の最小の階層は1％台の率で終始しており，5百万円未満
　　の層も78年に2．　0％に達したのみで，あとはすべて1％台である。
（2）これに対して大企業の，とりわけ76年以後における高利益率は目立つも
　のがある。例えぽ，76年は全産業平均が1．3％であるのに10億円以上は2．2
　％となっており，その後も常に2％台を維持ている。
　　　とくに79年度においては，全産業平均が2．5％であるのに対して，10億
（599）
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（％）
? 分　年度1 74 75 76 77 78 79
2 未　　満 2．4 1．0 1．0 1．2 1．0 1．7
2　～　5 2．6 1．6 1．3 1．6 2．0 1．6
5　～10 3．0 1．5 2．0 1．3 1．7 2．0
10～50 3．2 1．6 2．0 1．8 1．9 2．4
50～100 2．1 0．7 1．1 1．5 2．1 2．4
100～1，000 2．1 1．0 1．5 1．6 2．1 2．7
1，000以上 2．3 1．2 2．2 2．3 2．7 2．9
平 均 2．5 1．3 L3 1．8 2．1 2．5
＊前掲誌，区分は単位百万円
　　円以上の大企業は2．9％とひときわ高く，1億円から10億円未満は2．7％，1
　　千万円から1億円未満の2階層は2．4％となっているのに対し，5百万円
　　以上1千万円未満は2．0％，そして，2百万円以上5百万円未満は1．6％，2
　　百万円未満は1．7％となっており，とくに1千万円未満という小資本企業
　　の低利益率が目立つのである。
　以上から収益力の資本格差をもたらしたものが，売上高利益率にあることが
明らかとなった。（以上第3表参照。）
　ところが，総資本回転率は比較的小資本層は高くなっている。（第4表参照。）
すなわち，
第4表　総資本回転率の推移
区
　　　　　　　年ｪ
?
74 75 76 77 78 79
2 未　　満 2．29 2．30 2．40 2．22 2．27 2．03
2　～　5 2．17 2．01 2．05 2．11 2．03 2．19
5　～10 1．98 1．99 1．88 2．00 2．03 2．14
10～50 1．83 1．70 1．81 1．80 1．78 1．83
50～100 1．65 1．64 1．72 1．79 1．68 1．74
100～1，000 1．47 1．39 1．49 1．53 1．56 1．61
1，000以上 1．33 1．19 1．26 1．24 1．23 1．37
平 均 1．60 1．48 1．56 1．56 1．56 1．66
＊前掲誌，区分は単位百万円
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　（1）資本金1億円以上の2階層は，平均回転率より低い。とくに資本金10億
　　円以上は1．37回と，平均回転率1．66回にくらべ，相当に低い。
　（2）これに対し，資本金1千万円未満の3階層はそれぞれ，2．14回（資本金5
　　百万円～1千万円未満），2．19回（資本金2百万円以上～1千万円未満），2．03回
　　（2百万円未満）とかなり高い回転率となっている。
　（3）しかし，79年度に至って，2百万円未満の回転率のみが悪化し，その他
　　の階層はすべてこの率をかなり改善している。
　以上から，小規模資本の低収益力は，利益率の決定的な低さからきており，
これを補うのが，資本回転率の高さ一少ない投下資本で多くの生産や売上高
を稼得する一であることが明らかとなった。
　もちろん，資本はひとりで回転するものではない。生きた人間の労働が加わ
ることなしにはどのような回転も生じない。低賃金での長時間労働こそが，中
小零細企業での，きわめて低いものではあるが，利益を生み出し，回転率の基
軸となっていることを忘れてはならない。
　第5表で明らかなように，79年度の平均従業員給与は，10億円以上の大会社
では357万円，福利厚生費は64万円である。これに対して，2百万円以上～5百
万円までの階層では201万円と半分にも及ばず，2百万円未満の層も半分をわず
かに越えるにすぎない。それに資本金10億円以上の会社の給与の50．6％にすぎ
ない。実に5千万円未満の4階層の小資本層の福利厚生費を含めた1人当り人
　　　　　　　　　第5表　資本規模別年間給与（？9年度）　　　　　　　　（万円）
区分　項目1 給 与 福利厚生費 ?
????????
に対する比率（％）
2　未　　満 197 16 213 50．6
2　～　5 183 18 201 47．7
5　～10 195 21 216 51．3
10～50 207 25 232 55．1
50～100 243 33 276 65．6
100～1，000 289 45 334 79．3
1，000以上 357 64 421 100．0
平　　　　均 224 28 252 59．9
＊前掲誌より作成，区分は単位百万円
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件費は10億円以上の大資本層の60％以下の水準にとどまっているのである。
　次に，73年を基準にし，それ以後の，売上高の増加率と経常利益の回復率を
みてみよう。
　第6，7表から次のような点が明らかとなる。
　（1）全産業で売上高は73年度にくらべ約2．03倍になっている。ところが意外
　　　　　　　　　第6表73年基準売上高の増加率　　　　　　　　（％）
区分　年蜀 73 74 75 76 77 78 79
資　　本　　金
10億円　以　上 100 130．2128．8148．8153．9158．4192．8
1億円～10億円 100 121．9132．0143．5156．0165．5192．1
1，000万円～1億円 100 122．9137．9161．9175．6205．9236．7
1，000万円未満 100 117．1117．0140．5142．3160．0188．8
全　　産　　業 100 124．0128．6149．2156．8171．7202．8
＊前掲誌より算出。
第7表73年基準経常利益増加率 （％）
区分　年度t 73 74 75 76 77 78 79
資　　本　　金
10億円　以　上 100．0 81．1 44．0 91．2 97．4 117．9154．9
1億円～10億円 100．0 　，V7．1 41．4 66．6 75．9 108．3156．7
1，000万円～1億円 100．0 96．3 52．9 75．3 78．9 103．6147．3
1，000万円未満 100．0 87．3 46．2 56．2 54．6 72．1 945
全　　産　　業 100 86．1 46．6 75．5 79．5 101．9138．6
＊前掲誌より算出。
　にも資本金1億円以上の2階層の企業の伸びは1．93，1．92と全産業平均より
　も低く，1千万円未満が1．89倍とこれに次ぎ，1千万円以上1億円未満の中
　小企業の伸びが最も大きい。
（2）経常利益の回復率は全体でみれば73年比1．39倍であり，売上高の回復率
　2．03倍に比べかなり低率であり，先に述べたように売上高経常利益率がい
　ぜん「高成長期」にくらべ低位のままにあることを示している。
　　しかし，注目されるのは，10億円以上の巨大会社の増収率は6年間で
　92．8％であるのに対し，経常増益率は54．9％とかなり接近していることで
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　　ある。
　　　これと対照的なのは資本金1千万円未満のいわゆる小企業であり，ここ
　　では，増収率88．8％であるにもかかわらず，まだ経常利益は，73年の水準
　　に達せず5．5％の減益率となっている。
　　　この間にある資本金1千万円以上1億未満は136．7％と最も売上高を増
　　加させているが，経常利益は10億円以上の大企業より低い増益率となって
　　いる。
　以上から中小企業の業績が現在の経済危機の中で，もっても深刻なものにな
っていることが明らかとなった②。
　3．業種間格差
　企業の業績に大きな影響を基本的に与えるのは資本格差である。しかし，「危
機の時代」に広汎な業種間格差が生じていることも注目しておかなけれぽなら
ない。
　第8表は金融保険業を除くわが国の主要企業521社（3｝の総資本経常利益率の
業種別ランキング表である。（79年度を基準にしている。）
　　　　　　　　　第8表　総資本経常利益率の業種別格差　　　　　　　　　（％）
擁種年9－・・7172737475・677787・?????????????????? 13．62
8．90
13．82
6．69
7．91
12．39
5．03
6．32
5．73
8．12
10．93
7．45
4．06
9．89
4．53
10．30
6．01
7．29
3．27
5．99
5，06
8，71
6，84
6，20
2，74
4．86△1．08
5．99　　　3．78
3．45　　　0．50
???????????????? ? ??????????????
?
10．33
5．01
8．91
8．73
3．07
4．59
5．04
5．70
4．17
5．57
1．95
3．76　△2．97
5．46　　5．45
4．79　△0．60
????? ． ?13．55
10．34
10．29
9．61
9．11
8．34
7，71
6．99
6．55
6．16
5．91
5．68
5，60
5．53
5．07
4，92
4．73
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????????????????
．????????????????????
???? ???????
⑳菓子乳製品????? ??
??
??????
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＊日銀「主要企業経営分析」より作成。
これによると，
（1）「危機」の顕現化する74年以前には，「特殊鋼」，「砂糖」，「工作機械」な
　どごく限られた業種以外に欠損率に落ち入っているのはなく，相対的に業
　種間格差は小さかった。とくに73年度の狂乱物価時には原油値上りの直撃
　をうけた「電力」以外全業種において利益率は上昇し，欠損率を示すのは
　　「砂糖」のみである（それも前年度の3．52％の欠損率から1．53％の欠損率と欠損
　幅は縮小されている）。
＜2＞ところが74年度には全般的な業種低下の中で「石油精製」（1．31％の欠損
　率），「アルミ」（同1．16％）とエネルギー産業およびエネルギー多消費産業
　に赤字（経常損益計算段階）が生じている。
＜3＞75年は全産業がもっともこの利益率を低下させた時期であった。この時
　期には「砂糖」（総資本経常欠損率13．55％），「綿紡」（同11．82％），「アルミ」
　（同7．35％），「工作機械」（同3．69％），「特殊鋼」（同2．97％），「石油精製」（同
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　2．07％），「化合繊」（同1．69％），「非鉄精錬」（1．84％），「パルプ・紙」，「総
　合化学」など経常欠損を計上するもの35業種中16業種におよんでいる。
（4）76年度以後は，値上げや，カルテル体制のもとでの価格維持，他方では
　「減量経営」の名のもとに行なわれたきびしい「合理化」，労働強化や，「構
　造不況業種」に対する設備の凍結，廃棄一それは必然的に労働老の配転，
　整理解雇を含むものである一が，強行される。これにより，欠損業種は
　76年度5業種，78年4業種と減少してきている。
（5）79年度は第2次原油大幅値上げにより生じた一時的なブーム現象により，
　この利益率は全面的な上昇が生じている。そして欠損業種は原油値上げの
　影響を直接うけた「電力」（「欠損率」0．8％）のみとなっている。しかし，
　このブームは73年度より低調である。
㈲　74年度以後「医薬品」という健保財政に依拠する業界，および「精密機
　械」，「家電」，「自動車」など付加価値が高く広く下請加工体制（下請収奪体
　制）が利用できる業種が，高い利益率を誇り，他面，「特殊鋼」，「化学」，
　　「化合繊」，「アルミ」，「綿紡」，「非鉄製錬」などが低い利益率で低迷又は
　欠損率に陥り，「海運」，「砂糖」，「パルプ・紙」，など市況産業も市況の影
　　　　　　　　99　9表　80年の大型倒産（負債額100億円以上）
順位1月 社　　　名 暁地1業　　　種 険本金 障灘陣 ?
1 1 北　　　　商 東京都 水　産　物 2億円 450億円更生法からｩ己破産へ
2 11 大竹紙業 大竹市 製　　　　紙 6億円 406億円更生法
3 8 燐化学工業 富山市 製　　　　燐 7億3，500万円160億円2部上場X生法
4 6 タ　ク　シ　ン 広島市 住宅建売 1億6，500万円150億円和　議
5 7 吉　野　家 東京都 牛　ど　ん 2，400万円122億円更生法
6 5 日本度量衡器 東京都 工業用計量器 5，000万円120億円自己破産
7 10三好造船 宇和島市 造　　　　船 3，000万円110億円更生法
8 11 谷宗織物 和泉市 敷　　　物 9，000万円110億円任意整理
9 5 お多福産業 徳島市 サ　ン　ダル 5，500万円100億円和　議
10 6 花崎木材工業 島根県 合板建材 3，000万円100億円自己破産
1・・件 lL　828憶由
＊東京商工リサーチ「興信特報」80年12月度より。
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　　響をうけやすく，「石油精製」，「電力」，「ガス」，或は「紙・パルプ」「化
　　学」などは原油値上りによる原価上昇を一時的には吸収できていない，
などが明らかとなる。
　もちろん，この「不況業種」では，はげしい競争の中で，限界企業や小資本
企業に，業績不振に陥るものが増え，その結果，合併，倒産が増大していった
のである。
　こうした状況は80年（暦年）にも継続している。80年の大型倒産は第9表の
ようであるが，このうち，製紙，住宅建売，造船，敷物，サンダル，合板建材
などは明らかに低成長産業であり，これらの倒産会社は限界企業である。
①すなわちそのことは，次の算式で明らかである。
　（総資本経常利益率）　　　＝売上高経常利益率×総資本回転率
　　　　　1［　　　　　　　　　　　　il　　　　　　　　　II
　（年換算経常利益×1GO期中平均総資本）一（讐×1・・）・毒誰藩本
（2）1971年以後の目本経済の危機とその中での巨大企業の高利潤と「合理化」，労働強化につい
　ては，山口孝「大企業の高利潤体制再構築の軌跡」（「経済」新日本出版社）82頁以下参照の
　こと。
（3）日銀「主要企業経営分析」は原則として資本金10億円以上の上場会社（金融保険業を除く）
　のなかから業種別にみておおむね当該業種の動向を反映すると認められる程度の社数を選定
　している。54年度においては製造業353社，非鉄製造168社となっている。
2．　「危機」における倒産の増大と倒産の概念
　1．倒産件数
　前章において，1971年以後，日本経済の危機が深まり，全産業にわたって利
益率が明確に低下し，とりわけ小資本層にいっそう危機状況が鋭くあらわれ業
種間格差も拡大していることをみた。
　企業の危機は，終局的には倒産として示される。いま東京商工リサーチの調
査によれば，71年以後の倒産とその負債総額は第10表のようになる（1）。
　この表から注目．されるべきは，74年以後倒産とその負債総額が段階的に激増
していることである。すなわち，73年に8，202件であった倒産件数は74年には11，
681件と42．4％増加して1万件台に乗せている（倒産率O．　91　9・）。これが76年には
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第10表　倒産件数と負債総額
71 72 73 74 75
倒　産　件　数
燕ﾂ総額（億円）
9，206
V，126
（△22．5）
@7，139
i△30．1）
@4，978
（14．9）8，202
i41．7）7，054
（42．4）11，681
i133．8）16，490
（7．92）12，606
i16．1）19，146　　一
76 77 78 79 80
倒　産　件　数
燕ﾂ総額（億円）
（24．1）15，641
i18．3）22，658
（18．1）18，471
i31．4）29，781
（△14．1）
@15，875
i△16．9）
@24，756
　（0．98）
@16，030
i△11．5）
@21，913
（11．6）17，884
i24．2）27，225
＊東京商工リサーチ「興信特報」より。
1万5千件台に達し，その後もこれを上回る件数が続いている。特に77年には
18，471件（倒産率L　24％）と史上最大に達し，80年も17，884件（倒産率1．07％）
ときわめて高い倒産件数となっているのである②。
　倒産会社の倒産時の負債総額も74年から大幅に増加している。すなわち73年
に，7，054億円であったそれは74年には実に133．8％増の1兆6，490億円に増加
し，倒産が最も多かった77年には2兆9，781億円に達しており，80年も2兆7，
225億円という巨額になっているのである。このことからも73年以後日本経済
の構造的危機が顕現化していることが明瞭となるのである。
　2．倒産の概念
　倒産とは一般にどのような状態をいうのであろうか。各種の規定があるが㈲，
日本経済新聞社刊r倒産』によれぽ，倒産とは「①法人会社または個人企業が
振り出した手形，小切手，為替などが不渡りとなり，銀行取引停止処分を受け
た場合，②会社更生法の適用を申請した場合，③商法に基づく会社整理を申請
した場合，④和議法の適用を申請した場合，⑤自己破産を申請した場合，⑥内
整理に入った場合一の6つである」ωとしている。
　例えぽ，第9表の大型倒産10会社のうち4社は会社更生法，2社が和議法の
適用を申請し，3社が自己破産，1社が会社整理となっている。「倒産」による
規定の②以下は，倒産会社の処理の方法を示すものであり，直接の倒産とは，
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ほとんどの場合，会社の債務が期限が来ても支払不能の状態となっている場合
であり，具体的には，支払手形が満期日になっても支払ができなかったり，不
渡小切手を切ってしまったりして，この会社を銀行や大口債権者が見限ってし
まった状態である。
　もちろん，ひとつの会社がこのようないわぽせっばつまった状態になるまで
には，経営不振の状態が相当期間続いているはずである。倒産にいたるプロセ
スは，ふつう①相当期間の販売不振，②期間赤字の累増，③この結果としての
余裕資産（有価証券，土地など）の売却，④買入債務や借入金の増加，⑤不渡の
発生という経過のいくつかをたどる。とくに好況時，金融緩和時などに銀行に
そそのかされて（これを銀行のそそのかしという）過大な設備投資を行った後に不
況に襲われ，或は経営不振に陥った場合企業の倒産への道ははやい。
　ところで，倒産のさいの会社整理の方法について前記の「倒産」などを参考
・にして簡単に述べておこう。
　（1）会社更生法　会社更生法は「窮境にあるが再建の見込のある株式会社に
ついて，債権者，株主その他の利害関係人の利害を調整しつつ，その事業の維
持更生を図ることを目的とする」（第1条）法律である。破産の場合は会社の全
財産を債権者全員に配当することを目的としているので会社は解体されてしま
うが，この法律の下では，管財人のもとで，債権はたな上げされるが会社の更
生手続が進められ，更生計画が立案され，株主と債権者の両者からなる関係人
集会の決議でその可否が決定され，再建への道を歩む。株主の持分はほとんど
の場合全額ゼPとされ経営者も退陣させられる。したがって有能で資金調達力
のある管財人が選ばれることがぜひとも必要である。
　（2）商法にもとつく会社整理　商法第381条は，会社が支払不能又は債務超
過に陥るおそれや疑がある場合に，取締役，監査役，3％以上の株式所有者，
資本の10％以上の債権者の申立てにより，裁判所は会社に対して整理の開始を
命ずることができる，としているが，この規定にもとつくものである。整理開
始命令が発せられると，破産又は和議の申し立て，強制執行は中止される。こ
の場合会社更生手続とは異なり，債権者全員の同意を必要とする。
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　③　和議　和議法によれぽ，和議とは破産予防のためにする強制和議を意味
し，会社更生法や商法整理は株式会社にしか認められないため，個人企業では
法律にもとつく（裁判所の命令にもとつく）整理としては，和議しか方法はない。
和議手続きは，債務者が裁判所に和議の開始を申し立てることにより始められ
る。裁判所は申し立てを棄却する理由がないと認めれば，整理委員を選任し和
議を開始すべきか否かの意見書を提出させ，これにもとづき開始する理由あり
と認めれぽ開始決定をする。和議手続中は，債務者は財産の管理及び処分の権
限は失わないが，和議管財人の監督に服さなけれぽならない。債権者集会で和
議案が決定されれぽ債権者は和議条件に従わなけれぽならない。和議が不成功
に終った場合は破産へ移行する。
　（4）破産　これまで述べた整理が，再建を目ざしているのに対して，破産は．
右のすべてを断念し，残余財産を公平に債権者に弁済することを目的とする手
続である。破産の申し立てができるのは債権者と債務者で，債務者自身が申し
立てるのを自己破産と呼んでいる。
　債務者の債務弁済能力がないために，債権者がわれ勝ちに債権の取立てを行
うことによって混乱や不公平が生じないために手続が行なわれる。申請によっ
て裁判所は，破産原因の有無，債務者の破産能力の有無，申し立ての適法性を
調査し，要件を満たしている場合は破産宣告をなし，破産管財人の下で，破産
財産（破産財団という）の管理処分が行なわれる。
　⑤　内整理　これらはすべて法律によるものであるが，法律によらない，私
的整理の方法として，内整理がある。内整理は，企業が不渡手形を出す以前の
段階で，債権者に集まってもらい，事情を説明し，債権の棚上げ（支払猶予）な
どの方法で協力してもらう方法である。一種の裁判によらない和解・示談であ
る。
（1）東京商工リサーチの対象とする倒産企業は27年以来負債総額1千万円以上をとっている。
　したがって，これに満たない負債による倒産はこの倒産件数には含まれていない。
②　東京商工リサーチ調査による倒産率は次のようである。
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倒　産　発　生　率
区　　　　分 ｝（　　年間倒産件数東京商工リサーチ調べ）1 法　人　企　業　数i国税庁調べ） 1　・
49　年 11，681 1，291，754 ・　　　0．91
50　年 12，606 1，346，476 0．94
51　年 15，641 1，408，946 1．11
52　年 18，471 1，487，855 1．24
53　年 15，875 1，562，000 1．02
54　年 16，030 1，604，589 0．99
55　年 17，884 1，668，000 1．07
　　　＊55年の企業数は対前年比4．0％増で推定した。
　　　＊＊東京商工リサーチ「興信特報」80年12月度より。
｛3）例えば，ELアルトマン著『企業倒産』（“Corporate　Bankruptcy，”1971）によれぽ，企
　業倒産には次の如き事業が含まれるという。
　（1）資産の一括譲渡または破産に伴って業務を停止したもの。
　（2）強制執行，担保物受戻権喪失，または差押の如き法的手続を受けた後債権者に損失を与
　　えて業務を停止したもの。
　③　未払の債務を残して自発的に廃業したもの。
　（4）管理人管理，更生，示談の如き裁判所における手続にまきこまれたもの。
　⑤　債権者と自発的に妥協したもの。
　　　　（以上，南部二三雄訳，文雅堂銀行研究社，19頁より）
（4）『倒産』（日本経済新聞社）226頁。
3．　倒産の原因と主体
　以下とくに働く老の観点からきびしい日本の企業，経済の状況の中で生じた
倒産にいかに対処すべきか明らかにしよう。
　L　倒産の原因を明らかにする
　倒産のさいの企業分析の第1の目的は，倒産の原因を明らかにする点にある。
　東京商工リサーチは倒産原因を①不況型倒産（販売不振，累積赤字，売掛金回収
難）54．8％，②放漫経営22．3％，③連鎖倒産12．　6％，④過少資本5．5％，⑤設
備投資過大2．1％，⑥支援打切り1．2％，⑦在庫状態悪化0．4％，⑧偶発的倒産
1．0％（55年9月の倒産原因と発生原因分布）に分けている（1）。もちろん，これらの
倒産原因のいくつかは組み合わされて現実の倒産となっている。とくに組合や
労働者は倒産会社の経営老・管財人やその背景資本といろいろなかたちで交渉
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をもち，或は闘っていかなけれぽならないのであるから，倒産を引き起した主
体は何か，その中心人物は誰か，について明らかにすることも必要である。
　（1）販売不振については，売上高について，売上商品・製品別と，営業部門
別の損益を過去数年にわたって整理し作表し，分析すればよく，累積赤字につ
いては，赤字の原因がどこにあったかを明確につかむために売上総利益，営業
利益，経常利益，税引前当期利益，税引後利益，利益処分（とくに何割配当か役
員報酬はいくらかなど）を分析しておくとよい。売掛金回収難については，売上
債権回転期日を算出したり売上債権を横に並べて異常な増加に気をつける必要
がある。
　（2）放漫経営は，結局は売上減退と赤字に結びつくのであるが，既存の製品
の販売増加と新製品の開発および，旧式化した製品分野の撤収の3政策を活発
に行うと同時に，それにともなう，予算計画と予算統制が全従業員に徹底して
いる会社が，緊張した活発な会社であり，その反対が放漫な会社といえよう。
とくに社長や経営陣の経営方針が，はっきりしない，社長や主要な経営者が職
場や団交に顔もみせない，など，社の空気がよどみ，ゆるみ切っている場合に
生じやすい。
　また，倒産の遠因として，47，8年の列島改造ブームに乗せられて，土地買い
に走り，或はゴルフ場を建設した，など，副業によって大儲けをたくらみ失敗
している例も多いので投資の内容について十分調査しておく必要がある。
　（3）連鎖倒産は，それが起こってからでは遅く，それ以前に予知し，未然に
防止する努力が，経営者によってなされていなけれぽならない。どの会社も担
当者（部・課）を設置して，得意先の仕入と支払の状況をめん密に観察しながら，
貸倒を避ける努力をし，また，支払猶予を行ったり，時には資金援助を行った
りして，得意先の倒産を防いでいる。しかし，深入りして傷を大きくしたりす
る場合があり，しかも深入りの原因には，会社幹部との特別の個人的利害関係
がある場合も多いので調査しておく必要がある。
　（4）過少資本か否かは，総資本中，自己資本の割合を算出すればよい。とり
わけ，配当を必要としない剥余金の比率の高い会社は財務内容の優秀な会社と
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いいうるのである。自己資本が過少のまま放置されていると，1期だけの大幅
赤字でただちに債務超過に陥ってしまうことがある。最近の造船不況のさい，
中堅クラスの造船会社ではそうした会社が多かったのである。このことを避け
るためには，ふだんから，増資により資本金を或程度増やしておくこと，でき
るだけ利益の社外流出（配当や役員報酬など）を適正にして，社内に留保するな
どが必要となっているのである。
　いま日本の企業の自己資本比率を業種別と資本金規模別に分類・表示した表
があるので掲げておく。自分の会社の自己資本比率を算出して，これ以下であ
った場合には，日頃から，労働条件を切り下げさせない中で，自己資本を充実
するように警告しておく必要がある。
　　　　　　　　　　　第11表　自己資本比率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
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　＊大蔵省金融統計月報，1980年11月号より
　最近倒産した或る外資系のカメラ製造会社では，日本で20年も営業を続けて
いたのに利益はすべて商事部門に集中していた。資本金が過少なうえ利益の蓄
積をほとんどしなかったために，わずか1回の赤字で債務超過となって倒産し
たのである。これによって従業員は職を失い，下請部品メーカーも売掛金の回
収不能に陥った。しかし，当の社長は「うまくいった」といい残して帰国した
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というのである②。
　⑤　設備投資過大　設備投資の過大による倒産も意外に多い。とくに倒産の
遠因がそうである場合が多いのである。列島改造ブームと不動産会社に乗せら
れて買えぽ儲かる主義で企業がいっせいに土地買いに走ったのも記憶に新しい。
銀座に本店をもつ或る広告社では，50年度に3億円の赤字を出したが，48年に
30億円を借金して土地を買いまくり，ゴルフ場を経営したけれど結局それが足
を引っぱる結果になっている。社員にこのゴルフ場の利用を宣伝しているが，
本業の足を引っぱるかたちで造られたゴルフ場は利用する気がしないという。
特に前述もしたように金融緩和時に主要銀行にそそのかされて借金で本社や工
場を改築し，出来上ったところで不況に襲われたというケースも多い。不況の
中にあって固定費である金利も，減価償却費も，人件費が増えてしまってどう
にもならなくなってしまうのである。
　2．倒産の主体を明らかにする
　以上は東京商工リサーチの分類による主要な倒産原因について，さらに立ち
入って説明したのである。さらにこれが誰によってもたらされたか，その主体
にそくして整理してみると次のようになる。
　（1）政府の産業政策　かつての石炭産業の取りつぶし政策や，最近では構造
不況業種に対する設備の廃棄，凍結政策の犠牲とされるものである。これには
経団連や日経連など資本家団体に結集する大会社の資本家・経営者が癒着して
いる。
　（2）親会社　最近の中小造船会社の相次ぐ倒産は，親会社による仕事のカッ
トや，融資打切りによるものがほとんどであった。
　（3）主力銀行　儲かっている時期には，資金をドンドン貸すが，金融が引締
められたりいったん赤字になり，前途に不安が予測されると，融資を少なくし
たり，ピッタリと閉ざしてしまい倒産する場合である。
　（4）経営者　経営が放漫に流れたり，私腹を肥やすことに夢中になるような
経営老であれば，そこに責任は帰せられるべきである。
　⑤　取引先，与信朱　商品や製品（製造会社が相手の場合には，相手からみれぽ，
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原材料や部品となる）を掛売りや，手形売りしている相手を得意先という。得意
先が経営不振に落ち入り，ついに相手が振り出したり（約束手形の場合），引受
けたり（為替手形の場合）した手形が不渡とされたり，売掛金が回収不能となっ
たりして，連鎖倒産を起こす場合がある。
　また，得意先や，会係関社に金を貸したり，手形を貸してやっている相手を
与信先というが，この与信先が倒産した場合にも連鎖倒産を起こす危険がある。
　　　　　　　　　　　　倒産原因別明細
主因別1 ? 細 件障万円騰野比
放　漫　経　営
過　少　資　本
・1事業上の失敗1176｝27…611…
・1事業外の失敗1 16P1・7971…
一1融手操作114・115・・7418・・
・1運転髄・欠司 58P3・・7511・・5
・金利負担の増刺 1g戟@1・72・11・1
他社倒産・余波｝1不良債概生｝2311・4・169i14・・
既住のシワ寄せ
そ　　の　　他
信用性低下
販　売　不　振
・1赤字累積1111121・946i…
・1労働力の不副
・1偶発的原因1 22m2・・43411・3
・1資本自由化聴関徽与1
・1金融灘の打切りi 6 ・4・i…
P］取引先の打切り1 ・11・8151…
・1業績低迷1755［・7・・4551…
崩競争から・落伍1
一1円高倒差1
州
売齢・収剰　隊麟件・悪化1 52堰@9…2t・・1
在鰍態悪化1 6 498P…
設徽資過大ll設備技術・欠陥｝4619・・76412・・
? ? 戸・6541217・・871i
＊東京商工リサーチ「興信特報」80年11月度より。
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　（1）「興信特報」1980年12月号は，「倒産原因別明細」と「資本別倒産状況」を掲載している。
　　これに構成比を算出して併記すれば前頁のようである。
　②　これについては，ミランダカメラ労働組合支援共闘会議発行「ミランダ破産・解雇撤回闘
　　争」（1979年3月10日）および「経営不安に対処する経営分析」（労働旬報社「賃金と社会保
　　障」1981年No　814号（予定））に詳しい。
4。　倒産への予備対策
　業績悪化がいっそう進行し，倒産寸前の状態になっている場合は，組合執行
部や活動家の耳にも必ずそうした惰報は伝わってくるものである。企業分析は
日常的に行なわれ，業績悪化が進行したときは，その原因を分析し，働く老の
立場を十分顧慮しながらその改善計画を提示していく必要がある。
　しかし，いよいよ倒産直前の状態になった場合には，組合は，まず，この問
題に対処するため，例えぽ緊急経営対策委員会といった対策センターをもうけ
て，組合員中の有識老をここに結集する。そのうえいっそう組織を強化し，臨
時工，社外工，パートタイマー，アルバイトなど弱い地位にある労働者から解
雇がはじまるためtこれらの人達の組織化と，闘争を支援していく必要がある。，
　企業分析としてやるべきことは，次の点であろう。
　1．　資料の開示要求
　（1）会計資料の収集と開示要求
　とくに公表会計資料ばかりでなく，すべての附属明細表を要求し（営業報告書
だけ提示する場合が多い），さらにごく最近の経理状態を示す勘定明細表とか，月
次計算書を提出させる必要がある。
　（2）財産目録の作成・開示の要求
　これとは別に組合，労働者は，会社に財産目録の作成と開示を求めておく必
要がある。財産目録は，昭和37年改正前の商法では，作成と公開が命ぜられて
いたが，現在は削除されている。本来の財産目録は，貸借対照表とは異なり，
企業の全財産（この場合，全資産だけでなく，全負債を含む）の詳細な実地棚卸にも
とついてリスト・アップされた目録であり，この金額は，これらを清算一売却
した時の価額を付する。会社が財産目録の提出を拒否したり，しぶっている場
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合には，組合例が積極的に自らの力で調査する。会社の所有不動産については
登記所でその謄本をとれぽよく，或いは興信所に調査を依頼するという方法も
ある。
　（3）資金繰り実績と今後の資金計画を提出させる
　倒産に追い込まれるさいは，資金繰りが悪化してくるのが常である。したが
って，会社に最近の資金繰実績および今後の資金計画表をできれぽ月別に提出
させる必要がある。
　④　社長，経営者の不正，腐敗の調査
　社長や，社長を含めた経営者陣の不正腐敗が，経営成績を悪化させる原因と
なっている場合がある。商法254条ノ2は，取締役の忠実義務を規定している
が，それは「取締役ハ法令及定款ノ定並二総会ノ決議ヲ遵守シ会社ノ為忠実二
其ノ職務ヲ遂行スル義務ヲ負フ」と述べられ，同じく商法266条ノ3は第三者
に対する責任なる条項を定め「取締役ガ其ノ職務ヲ行フニ付悪意又ハ重大ナル
過失アリタルトキハ其ノ取締役ハ第三者に対シテモ亦連帯シテ損害賠償ノ貴二
任ズ」と規定している。社長や経営者陣が，私腹を肥やすために，会社のかね
を流用したり盗用したりしてはいないか，財産の隠匿をはかり私物化していな
いか調査しておく必要がある（1）。
　2．　協約の強化
　倒産の危険が，働く人達に予知された場合，これに備えて，労働協約を労働
者，労働組合にとって不利にならないように十分に点検し，不十分な点があれ
ばこれを補う努力が早急になされなけれぽならない。
　この前提として，まず，労・資間における団体交渉を実質化し，社長又は，
実力ある役員との交渉を確保することが必要である。さらに労・資間の協議会
ないし委員会をもうけ，業績不振の原因と，これを改善するための方策が，そ
こで実質的に検討され，これを実行させていくことが必要である。
　そうした中でも，労働者・労働組合は，他方において，労鋤協約を検討し，
慣例として労働者が獲得している権利も，協約として法的効力が一層強化され
るように努力しなけれぽならない。
　44　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （616）
　宮島教授は，「倒産に対する予防対策としての権利闘争」として労働協約闘争
をあげられている。この問題についての優れた，類の少ない研究であるので教
授の論文を引用しながら稿を進めたい。
　（1）賃金の保証
　組合は，倒産のさいの賃金の不払や，一部カット或は遅配にそなえて，事前
にそれを防止する準備をしておく必要がある。そこには，退職給与引当金も含
まれる。これについて宮島教授は次のように述べられる。
　「第1に賃金（一時金，残業手当，退職金をふくむ）体系，支払形態，支払時期，
支払方法，そして支払いの保証のすべてについて明確化する。たとえぽ支払い
の保証についていえぽ，前記賃金の金額（遅延利息や労基法上の付加金までふくめ
て）を支払うことを担保するための担保物件の設定（登記することによって，あと
で債権者らに強いことがいえる）協定，施設使用協定などがこれである」②と。
　（2）社内預金の確保
　社内預金の制度をもつ会社が多い。高度成長期に，会社は比較的高率の預金
利息で従業員を誘引し，多くのかねを受け入れている場合が多い。倒産が予知
されたさいこの確保は死活的な重要性をもつものである。
　これについて宮島教授は次のように述べられる。
　「第2に，社内預金制度をできるならやめ（労働者の預金を利子付でおろさせた
　のち組合から労基法18条による社内預金協定その他を破棄する），社内預金制度を
　制度としてやめることが技術的に困難であるぽあいには，預金をおろさせて
　労金などに預けかえ，新規の社内預金をしないよう労働者内部できめ，それ
　もなにかの都合で困難であるぽあいには，社内預金保全協定（r賃確法』3条，
　4条および18条ならびに同法施行規則2条，3条，さらに同制度によるところの，53
　年4月1日から「指導実施」6　された『新約定書例』〔ただし抵当権設定の新約定書例
　は未完〕参照）を締結することが必要である」③（引用文中の注6は「企業倒産と
　賃金債権」『法律のひろぽ』昭和53年，3巻4号，38頁）と。
　（3）人事異動についての事前協定の締結
　倒産直前では遅すぎるかも知れないが，もし，人事異動について，組合や本
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人との事前承認の協定がない場合は，これを締結しておくとよい。本人の勤務
不能な支店や営業所への配転や，全く異る職種への配転によるいやがらせによ
って，活動家を解雇に追込む，などを未然に防止できるからである。これにつ
いて宮島教授は次のように述べられる。
　「第3に，人事にかかわる条項中，職場環境の変動や人事異動について，企
　業側の横暴をおさえこむため，労使間に，組合および該当労働老全員の事前
　の同意（r協議』とか，r意見聴取』などではない！）なしには企業はなにひとつ
　やってはならない旨のr完全事前同意協定』の締結が必要である。そして，
　そのさい注意すべきは，企業側がrただし倒産のぼあいはこのかぎりでない9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とか『倒産したら即時解雇』（民法631条参照）などという意向をみとめるよう
　なすきをあたえないこと，できれぽ右『完全事前同意』条項に，労働的側か
　らr倒産のぼあいも同じ』旨の念書，覚書，確認をとっておくべきである。
　＊民法631条は，破産の場合には即時解雇をみとめるが，これはのちにふれる破産法
　という古い法律とタイアップした絞切型の古い条項にすぎぬので，これをおさえる協
　約条項が存すればその協約条項は有効なのである」，（4）と。
　（4）労働協約の失効原因の明示について
　つぎに宮島教授は，労働協約の失効原因として，わざわざrr倒産とくに破
産のぽあいは協約は自動的に効力を失う』」という条項をおいている場合を指摘
され，これについて，「かかる条項は撤廃させられなくても，団結権を保障す
る憲法28条からみても無効と解すべきである」（5）と述べられている。
　それでなくとも会社は，「その他万止むをえない時」という協約上の抽象的
な条項によって，解雇を強行するのがほとんどである。したがって，「その他
万止むをえない時」とは何であるか，このなかみについて十分に協議しておき．
労働老が一方的な解雇をうけないように歯止めをかけておく必要がある。
　㈲　社宅・寮の明け渡しを押える
　倒産や，破産のさいに従業員の長年住みなれた社宅や寮を直ちに明け渡すこ
とは，経済的にも不可能な場合が多く，精神的にも苦痛である。これについて
どうしたらよいか，宮島教授は次のように述べられる。
45　明大商学論叢 （618）
　　「第5に，倒産のさい，社宅・寮などの明け渡し攻撃を事前におさえる協定
が必要である。もちろんこのような協定条項が存在しないぼあいにも，借家法
と労働老の団結および生存の法理をもってたたかえるが，逆に倒産，とくに破
産のぼあいはただちに明け渡すなどの社宅・寮規定は，前述の解雇問題との関
連において，闘争を困難にする危険がある」｛6｝と。
　これらの協約強化のためには，熟達の法律家や，経験豊富な組合活動家の十
分な助言の下に行なわれなけれぽならないことはもちろんである。
Cl）「資料の開示要求」については労働旬報社刊「賃金と社会保障」1981年3月上旬号掲載予
　定の拙稿「経営不安に対処する経営分析」（中）に詳しい。本稿とあわせて一読されたい。な
　お，連載の都合で本稿と若干の重複のあることもこ諒承願いたい。
②（3）宮島尚史「企業倒産における労働者の権利」（日本評論社）労働運動研究者集団編「企
　業倒産と労働運動」（1978年5月発行）108頁。
（4）同右108頁～109頁。
く5）（6）同右109頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（つづく）
